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■川西町概要
・昭和30年1町5ケ村が合併
・面 積 166.6Ｋ㎡
・人 口 14,707人
・世帯数 5,042世帯
・小学校区（７）で地区構成
・交流センターを各RMOに指定管理で委託

■吉島地区概要
・面 積 15.72Ｋ㎡
・人 口 約2,200人
・世帯数 722世帯
・自治会 21自治会
・自治公民館 19館
・小学校 １校
・高齢化率 40.2％

吉島
地区

• 2002年、町の行財政改革に伴う公民館の公設民営化を契機とし、形骸化の様々な課題が見られた地域を再生させるために当
時の地区公民館事務局のメンバーを主に新たな組織の立ち上げに着手。

• 2004年、地域運営組織として地域内の地縁で組織される各種団体を統合し新たな組織の構築を住民に提案。
住民説明と住民ワークショップを丁寧に繰り返し、少しづつ合意形成を図り設立までに3年の準備期間を設ける。

• 2007年、全世帯加入のNPO法人を設立。住民ワークショップで地域ニーズを把握し、わがこと化、まるごと化を図り、5か年
の地区計画を徹底したPDCAで実践。

• 地域の若者層（36人）をNPOの事務局として組織に体系化するとともに、課題解決の技術やツールの活用等を学ばせ、将来
の担い手育成を計画的に実践している。

• 21の自治会活動を補完するプラットフォームとして機能させている。



動ける組織・成長する組織の再編とプロセスデザイン
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人材確保と育成
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ボランティア会
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①WS・アンケート・各小委員会

②事務局会

④総 会

課題集約・解析
事業の企画立案

事務局の提案を精査する場

地域づくりのすべてを決議

民主的な合意形成の流れと住民参加

住民の声を聴く、拾う場

③理事会



1 2 3 4
基盤 発 展 充 実 持続可能

地域運営組織の創設・自立
に向けて、活動基盤を整備
している段階

一定の活動基盤を整備し、
充実した活動を行うための
体制整備に向けた発展段
階

一定の充実した体制を整
え、さらなる持続可能な体
制整備を行っている段階

指針に示した内容を満た
し、持続可能な体制を十分
整備している段階

① 組織の運営を円滑かつ効率的に行う
ため、事務局となる人材が確保されて
いる

配置している 配置している 複数名配置している 複数名配置している

② 組織の拡充・発展に伴い、有償による
専従の事務局員の配置を含めた複数
名の事務局体制が確保されている

配置している 配置している 複数名を有償で配置し、う
ち1名は週4日以上、専従
である

有償で配置している人材を
自己財源で確保している

③ 組織の運営が円滑にかつ効率的に行
われるため、組織運営に関する豊富な
知識やノウハウを有した人材が配置さ
れている

配置している 配置している 有償で配置している 有償で配置している人材を
自己財源で確保している

計画段階での指導助言を
受ける環境がある

事業や組織運営のため外
部の有資格者の指導を受
ける環境がある

全ての事業や組織運営に
おいて、有資格者の指導を
受ける環境を自己財源によ
りつくっている

指導、助言できる人材を組
織内で育成し、定期的に自
主研修をおこなう環境があ
る

組織内での研修会の開催
について計画している

組織内での研修会が不定
期に開催されている

組織内での研修会が年に
複数回開催されている

組織内の研修会の他に、他
の団体等が開催する研修
会に年に１回以上、参加さ
せている

受益者負担の理解

⑤ 受益者負担に関する理解が住民や事
業への参加者に共有され、助成金、補
助金等に頼らず、会費、参加費をはじ
めとする事業収入、寄付金等により、
十分な活動資金が確保されている
また、助成金、補助金等は、自助努力
だけで確保できるものではなく、一定の
期限や用途などが設定されていること
から、これらの財務的資源のみに頼ら
ず自己財源で地域や組織の活動が継
続できる

自己財源が総収入の20％
未満である

自己財源が総収入の20％
以上、30％未満である

自己財源が総収入の30％
以上である

自己財源が総収入の35％
以上で安定した組織活動
が展開できている

⑥ 地域づくりの活動を行う上で必要不可
欠な施設を安定的に確保するため、学
校施設や公共施設の指定管理者制度
を活用又は管理委託等により利用して
いる

当初の年間利用計画のうち
50％未満の確保状況である

当初の年間利用計画のうち
50％以上確保できる

当初の年間利用の計画のう
ち、80％程度確保できる

施設の管理委託を受け、安
定的に利用するとともに、地
域の住民・団体等間の利用
調整も行っている

事務作業ができる公的なス
ペース を確保している

必要な機材（電話・FAX・
PC等）が揃っている

少人数で打合せを行う程度
のスペースを備えて
いる

会議専用の一室を備えてい
る

サロン的スペースの確保に
向けた行動を計画している

少人数の住民等が集える程
度のスペースがある

住民や地域の団体が自由
に交流・談話できるスペー
スを確保している

地域の誰もが自由に交流・
談話できるスペースを確保
している

④ 安全かつ公正に地域活動を行うため、
コンプライアンスや組織マネジメント等
について研修や指導を受ける環境が
整っている

事務作業等を行うための事務局スペー
スや地域住民が自由に交流・談話でき
るサロン的スペースを有した拠点機能
が確保されている

⑦

持続可能な地域運営組織の指針および評価指標

#DIV/0!諸資源の獲得 ①活動基盤の整備

事務局体制の整備

組織運営体制の強化
組織運営のマネジメント
等の研修会の実施

受益者負担の理解
（財務的自立）

事務局スペースの確保

サロン的スペースの確保

活動拠点の確保

評価
（左記数
値を参考

に、0～4を
入力）

平均

知識や経験、実績のある
事務局の配置

組織運営に関する指導
者の確保

数値
評価指標

事務局の配置体制

有償による事務局を含む
専従事務局の配置
（集落支援員・協力隊等
含む）

項目

指針（地域運営組織の目指す姿）

施設の利用
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市町村名 酒田市 市町村人口 105,045 地区名 大沢地区 位置図 地域概要

 現住所

酒田市大沢地区　コミュニティカルテ

住民アンケートから

見える課題

ワークショップの内

容から見える課題

今後の活動に必要と思われること

高齢者・生活支援

対策

診断区分

集落調査から見える

課題

組織診断から見える

課題

組織名

設立年月日 平成　21 年　4 月　1 日

・若年層の結婚、出産、子育て等のニーズを捉えた支援や事業の展開。

・若者の地区外流出を抑制するため、高校や地元企業との連携による雇用促進と地域内での起業促進。

・交流人口の拡充を図り、関係人口の増幅につながる外部支援の検討。

・2025年以降の団塊世代の後期高齢者移行に伴う、高齢者の健康や、生活に関する新たなニーズ調査。

・既存の老老世帯、老人独居世帯へ地域運営組織としての支援体制の構築。

・生活支援等を行う人材及び包括的なネットワークづくり（生活支援コーディネーターの配置）。

・地域づくりの主たるメンバーが高齢化していることで今後、担い手の離脱化が懸念される。

・若年層が少なく、将来の地域産業、地域内の共同作業、高齢者支援の担い手不足が深刻である。

・山添地区以外のほとんどが20世帯以下であり、集落自治の再編の必要がでる。

・世帯数の減少による空き家等の増加が想像される。

・大平沢の除草作業等が将来、維持していくのに困難を感じている。

・商店が少なく日用品の供給に難がある。

・事業の継続や維持のための受益者負担の意識が低い。

・組織や活動を運営する際の外部支援による研修機能がない。

・組織形成のための行政による支援や相互連携が希薄。

・地域内の各種団体等との連携や地域づくりの共有ができていない。

・事務局以外の次世代を担う人材育成ができていない。

人口減少対策

・組織体制の再構築と合意形成。

・活動を支える自己資金確保の受益者負担の理解と協力の仕組みづくり。

・企業や大学等との連携や外部支援を得るための協議の場づくりと、具体的な実践の場づくり。

・住民ニーズを捉えるための住民同士の話し合いの設計と運営手法の習熟。

・交流人口拡充のために他地域や都市部との積極的な交流の受け皿をつくる。

・人口減少や流出が多い自治会等では、将来の生活不安に寄り添った集落自治運営について議論し、地域再生に向

けた取り組みを地域運営組織がコーディネートする。

・若い世代と中高年層の話し合いの場づくり。

・限界自治会の統廃合や連合自治会運営等の機構改革の検討。

産業・観光

・家庭教育、学校教育、社会教育それぞれの役割を明確化と、子育てや青少年健全育成の体制の構築。

・子どもの遊び場整備や遊びの工夫による見守りと、交流の拠点づくり。

・小中学生を交えた世代間交流や、青少年時分からの地域ボランティアの育成。

・週末、長期休みの児童の受け入れ拠点として、放課後子ども教室等の検討。

・除雪支援の重要性を感じてはいるものの、満足度は低い。

・住民同士の付き合いが希薄化しており、防災や防犯についても将来への不安がある。

・地域づくりの担い手育成について重要度は高いが、十分に育っていないという認識が強い。

・高齢化や人口減少に伴い、移動手段の確保や農地や山林の維持管理の不安がある。

・鳥獣被害対策への期待が高い。

・若者の流出によって担い手が不足。

・参加者の固定化と特定の人に過度の負担がかかっている。

・地域の交流事業への不参加や参加拒否（価値観の相違やわずらわしさ）。

・高齢化による活動人口の激減と、女性の活動の場が少ない。

・鳥獣被害の深刻化。

その他

・高齢化率の高い自治会や人口減少が著しく、環境保全の共同作業等が困難な自治会への支援。

・外部からの目線を考慮した、地域内環境美化や生活循環エコ活動等への取り組み。

・鳥獣被害対策、多面的機能交付金事業等と併せた地域の環境保全活動の推進。

・地域運営組織の活動を支える資金づくりや住民の所得向上を支援する小さな経済の導入。

・地域資源活用による交流や研修受入ビジネス等、外部支援とつながり地域に収益が見込める事業展開。

・体験活動や特産品販売等をパッケージ化し、産業を創出する。

子育て支援

対策

組織運営

自治会運営

環境保全

地域運営組織の活動を持続可能なものにしていくためには、組織の役員や、事務局、課題解決分野に参加する人材

育成の仕組みと定着を図る必要があります。組織運営のセクションに合わせて、持つべきスキルを明確にして学び

と実践を繰り返す環境をつくりましょう。

MAIL

診断内容

酒田市大蕨字二タ子213番地

〒999-8215

0234-64-2824TEL

0234-64-2824FAX

大沢地区コミュニティ振興会

年8

 大沢地区は、平成17年11月に新酒田市に合併となった旧八幡町の一地区です。酒田市の中心

部より北東に15ｋｍ、八幡地域の中心地からは東へ5ｋｍの位置に大沢コミュニティセンター

が立地しています。

　２級河川日向川の支川：荒瀬川に沿って集落が点在しています。居住地域の最奥部は市八幡

総合支所（旧八幡町役場）から東へ10ｋｍ、さらにその5ｋｍ東で最上郡真室川町と接しま

す。交通は国道344号が地域の中心を東西に走っており、古くは養蚕、林業・製材業、現在で

は稲作農業を中心とした中山間地帯ですが、高齢化が進行し基幹産業の農業もほとんどが兼業

化されています。冬場は最深部では2ｍもの積雪に見舞われますが、平成初期までは冬期閉鎖

となっていた通称「青沢越え」も幹線国道の雪害対策工事・除雪体制が整備され、現在では県

内陸部への通年通行が可能となっています。

資料

H29男女別人口

647人（男：312 女：335）

H19→H29自治会別人口・世帯数変化

H19→H29自治会別高齢化率変化

54事業
120活動

地域カルテ

組織診断



0.0 点

1.0 点

2.0 点

3.0 点

4.0 点

①活動基盤の整備

②連携体制の確立

③理念の共有

④自発的組織特性⑤日常生活圏

⑥事業の多様性

⑦当事者意識の定着

地域運営組織の自己点検・評価の結果（7項目）



PDCAサイクルを標準化

7

重要度と満足度の開きの大きいものから
あるべき姿や目標に対して、達成できなかったことは”何がワルさ”しているか
課題の本質をさぐり見える化して対応を考える。



人材確保と育成



9

財源確保と運用



関係人口

新しい人の流れと地域のつながりの創出（第二のふるさとと思い支援、協力してくれる人や地域）

よそ者と考え、実行する未来予想図
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山形市 0.78
米沢市 0.57
鶴岡市 0.42
酒田市 0.48
新庄市 0.52
寒河江市 0.55
上山市 0.49
村山市 0.37
長井市 0.44
天童市 0.70
東根市 0.65
尾花沢市 0.29
南陽市 0.47
山辺町 0.39
中山町 0.38
河北町 0.45
西川町 0.24
朝日町 0.20
大江町 0.28
大石田町 0.24
金山町 0.21
最上町 0.23
舟形町 0.21
真室川町 0.20
大蔵村 0.16
鮭川村 0.18
戸沢村 0.16
高畠町 0.39
川西町 0.25
小国町 0.26
白鷹町 0.29
飯豊町 0.20
三川町 0.40
庄内町 0.31
遊佐町 0.30

2018 山形県市町村別財政力指数

総務省HP地方公共団体
主要財政指標一覧



職員数

職員減少 作業量

職員数

従来の行政領域

公共サービスの需要は拡大
事業の縮小化による地域社会

への影響大

新たな公共の領域
（パートナーシップ）

地域運営組織
中間支援組織
NPO法人
ボランティア
企業

超高齢化が深刻である
高齢者が安心して暮らせる地域の環境整備が不可欠

人口減少が深刻である
超高齢社会で支援ニーズが高まっているのに担うべき若者層が
流出地域づくりの活動人口が減少し、住民自治の持続が困難な
地域も出てくる
※人口減に伴い、行政職員の数も減っていく

自治体の財政が深刻である
生産年齢人口が減少するため税収が見込めない

●動けない、時間がかかる人が増えてくる

●支えるマンパワーが減ってくる

●地域のことは地域で助け合いながら
解決するという住民意識の醸成と
具体的な行動が必要



分野横断の地域内共同社会の実現
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地域づくりの協議体（住民自治組織） 地域福祉の協議体



誰一人取り残さない支えあいの持続可能な地域のために

「地域課題の解決力」の強化
住民参加型で地域の課題を探し、解決していく体制を整える。

「地域を基盤とする包括的支援」「地域まるごとのつながり」
支援を必要とする層が自立した生活を実現できるように、地域ぐるみで
支えていくあり方を考える。
誰もがサービスの提供者になることが可能。ルールをつくり実行。

「専門的人材の確保と育成、活用」
専門的人材（SC/担い手）を育成する取り組みを活発化していく。
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１．人のつながりが自然発生的に生まれることは難しい世の中
→つなげる人が必要

２．支援を受ける人、支援をおこなう人
→両者に啓発が必要

３．生活支援がこれ以上必要にならない
→予防的かかわりが必要

４．支援する人材を増やすには、若い世代とのかかわり
→持続可能性を考える

５．支援やセーフティネットから漏れる人がでない配慮
→格差を縮める

生活支援の事業ベースで仕組みをつくるために共有すること



シルバー
人材派遣

市町村
包括支援
センター

商工会

区長会長

ＮＰＯ
法人

市町村
社 協

協議体
1層
SC

3層SC？（担い手）
2層SC？

○地域に不足する
サービスの創出

○サービスの担い手
の養成

○元気な高齢者が担
い手として活動す
る場の確保

関係者間の情報共有

サービス提供主体
の連携の体制づくり

○地域の支援ニーズ
とサービス提供主体
の活動をマッチング
など

（Ａ）資源開発 （Ｂ）ネットワーク （C）マッチング

生活支援体制整備事業協議体
（広域的開発）

これって、

一層協議体だけで

ホントにできるの？？



市町村

包括支援
センター

ボランティ
ア団体商工会

住民自治
組織

ＮＰＯ
法人

市町村
社 協

市町村の協議体 1層
SC

協議機能

3層SC（担い手）
2層SC

生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

○地域に不足する
サービスの創出

○サービスの担い手
の養成

○元気な高齢者が担
い手として活動す
る場の確保

○関係者間の情報
共有

○サービス提供主体
間の連携の体制づ
くりなど

○地域の支援ニーズ
とサービス提供主
体の活動をマッチ
ングなど

（Ａ）資源開発 （Ｂ）ネットワーク （C）マッチング

第1層協議体（広域開発）

自治会

民生委員

防犯
防災

ボランティ
ア学校運営

協議会

2層
SC

商店会

地区社協

地域づくりの協議体

×

地域福祉活動

○指針づくり
○PDCA

○支援体制の構築
○担い手の確保育成

○地域支援ニーズと
活動をマッチング

〇スピード化
〇効率化

（Ａ）ビジョン形成 （Ｂ）ネットワーク （C）マッチング

生活支援のプラットフォーム化

・住民主体の支えあいビジョンの明確化

・ビジョンの事業化

課題解決を事業化

3層SC
（担い手）

第2層協議体（狭域的開発）

協議と実行



地区名 人口（世帯数） 指定管理者（地域運営組織） 組織内専門部会

小松
５，０２９人

（１,６４２戸） 小松地区地域振興協議会
自治防犯部／環境衛生部／福祉部
産業商工部／教育部 （5部会）

大塚
２,１９１人
（６４２戸）

大塚地区社会を明るくする協議会 生涯学習部／教育福祉部
生活環境部／地域振興部 （4部会）

犬川 １，８８８人
（７３４戸）

いぬかわ振興協議会
教育文化部／体育部／環境整備部
防犯衛生部／福祉部／産業振興部
防災部（7部会）

中郡 ２,９９９人
（９４５戸）

中郡地区社会教育振興会

生涯学習部会／社会福祉部会
環境整備部会／安全・安心部会
産業・広報部会 （5部会）

玉庭 ９９８人
（３０２戸）

玉庭地区交流センター
四方山館

生涯学習部／環境衛生部
地域福祉部／産業振興部
防災安全部（5部会）

東沢
６１３人

（１８６戸）

東沢地区協働のまちづくり
推進会議

運営委員会／社会教育部／防災部
福祉部衛生部／整備部 （6部会）

吉島
２,５７８人
（７２７戸）

特定非営利活動法人
きらりよしじまネットワーク

自治部会／環境衛生部会／福祉部会
教育部会（4部会）

2009 全町に地域運営組織を形成 2019 生活支援2層協議体の設置を提案



地域運営組織で包括的な支援体制を整備する

（１）断らない相談支援

①属性にかかわらず地域の様々な相談を受け止め、自ら対応する、または関係機関につなぐ機能。

②世帯を取り巻く支援関係者全体の調整機能。

③継続的につながる支援の中心的担い手の育成機能。

（２）参加支援

狭間のニーズに対応するため、世帯の状態に合わせて、地域資源をつなぎ、隣組、自治会単位での

支援活動への住民参加を促す。

（３）住民の支えあいの地域づくりに向けた支援

①自治会や住民同士の出会いの場や学びの場の確保

②ケアしあう関係性を広げ、交流・参加・学び・支えあいの機能を生み出す

家族 隣組
町内会
自治会

地 区
（校区）
（旧村）
（新生）

市町村
（行 政）
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パートナーを育てて共同する
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互助が生まれる必要条件

１．生活課題に対する共感体験
◎住民同士の交流の場と生活課題の共有の場
（福祉WS・地域福祉研修会）

２．住民主体の支え合いを推進する地域内の仕組み
◎生活課題を事業によって解決しあう相互行為の場
・既存事業と上手にマッチング
・プラン化・実働部隊の確保・育成と実践）

協議

実行

Withコロナ禍の互助（つながり）の再確保



持続可能な
魅力ある創生と共生の地域づくりの基礎は

エンパシー
（empathy） 感情移入。

人の気持ちを思いやること。
カンパニー
（Company ）地域（住民）と共に発展、成長させていく。



ありがとうございました
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